
道路交通法（第７４条の３~第７５条抜粋）

最終改正：平成一八年一二月二二日

（安全運転管理者等）

第七十四条の三 　自動車の使用者（道路運送法 の規定による自動車運送事業者（道路運送

車両法 の規定による軽自動車を使用して貨物を運送する事業を経営する者を除く。以下

同じ。）及び貨物利用運送事業法 の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者を

除く。以下この条において同じ。）は、内閣府令で定める台数以上の自動車の使用の本拠

ごとに、年齢、自動車の運転の管理の経験その他について内閣府令で定める要件を備え

る者のうちから、次項の業務を行う者として、安全運転管理者を選任しなければならな

い。

２ 　安全運転管理者は、自動車の安全な運転を確保するために必要な当該使用者の業務に

従事する運転者に対して行う交通安全教育その他自動車の安全な運転に必要な業務（自

動車の装置の整備に関する業務を除く。第七十五条の二の二第一項において同じ。）で内

閣府令で定めるものを行わなければならない。

３ 　前項の交通安全教育は、第百八条の二十八第一項の交通安全教育指針に従つて行わな

ければならない。

４ 　自動車の使用者は、安全運転管理者の業務を補助させるため、内閣府令で定める台数

以上の自動車を使用する本拠ごとに、年齢、自動車の運転の経験その他について内閣府

令で定める要件を備える者のうちから、内閣府令で定めるところにより、副安全運転管

理者を選任しなければならない。

５ 　自動車の使用者は、安全運転管理者又は副安全運転管理者（以下「安全運転管理者等」

という。）を選任したときは、選任した日から十五日以内に、内閣府令で定める事項を当

該自動車の使用の本拠の位置を管轄する公安委員会に届け出なければならない。これを

解任したときも、同様とする。

６ 　公安委員会は、安全運転管理者等が第一項若しくは第四項の内閣府令で定める要件を

備えないこととなつたとき、又は安全運転管理者が第二項の規定を遵守していないため

自動車の安全な運転が確保されていないと認めるときは、自動車の使用者に対し、当該

安全運転管理者等の解任を命ずることができる。

７ 　自動車の使用者は、安全運転管理者に対し、第二項の業務を行うため必要な権限を与

えなければならない。

８ 　自動車の使用者は、公安委員会からその選任に係る安全運転管理者等について第百八

条の二第一項第一号に掲げる講習を行う旨の通知を受けたときは、当該安全運転管理者

等に当該講習を受けさせなければならない。

　　　（罰則　第一項、第四項及び第六項については第百二十条第一項第十一号の三、第百



二十三条　第五項については第百二十一条第一項第九号の二、第百二十三条）

（自動車の使用者の義務等）

第七十五条 　自動車（重被牽引車を含む。以下この条、次条第一項及び第七十五条の二の

二第二項において同じ。）の使用者（安全運転管理者等その他自動車の運行を直接管理す

る地位にある者を含む。次項において「使用者等」という。）は、その者の業務に関し、

自動車の運転者に対し、次の各号のいずれかに掲げる行為をすることを命じ、又は自動

車の運転者がこれらの行為をすることを容認してはならない。

一 　第八十四条第一項の規定による公安委員会の運転免許を受けている者（第百七条の二

の規定により国際運転免許証又は外国運転免許証で自動車を運転することができること

とされている者を含む。以下この項において同じ。）でなければ運転することができない

こととされている自動車を当該運転免許を受けている者以外の者（第九十条第四項、第

百三条第一項若しくは第三項、第百三条の二第一項、第百四条の二の三第一項又は同条

第三項において準用する第百三条第三項の規定により当該運転免許の効力が停止されて

いる者を含む。）が運転すること。

二 　第二十二条第一項の規定に違反して自動車を運転すること。

三 　第六十五条第一項の規定に違反して自動車を運転すること。

四 　第六十六条の規定に違反して自動車を運転すること。

五 　第八十五条第五項若しくは第六項の規定に違反して大型自動車を運転し、同条第七項

の規定に違反して普通自動車を運転し、同条第八項の規定に違反して大型自動二輪車若

しくは普通自動二輪車を運転し、又は同条第九項の規定に違反して普通自動二輪車を運

転すること。

六 　第五十七条第一項の規定に違反して積載をして自動車を運転すること。

七 　自動車を離れて直ちに運転することができない状態にする行為（当該行為により自動

車が第四十四条、第四十五条第一項若しくは第二項、第四十七条第二項若しくは第三項、

第四十八条、第四十九条の二第三項若しくは第七十五条の八第一項の規定に違反して駐

車することとなる場合のもの又は自動車がこれらの規定に違反して駐車している場合に

おけるものに限る。）

２ 　自動車の使用者等が前項の規定に違反し、当該違反により自動車の運転者が同項各号

のいずれかに掲げる行為をした場合において、自動車の使用者がその者の業務に関し自

動車を使用することが著しく道路における交通の危険を生じさせ、又は著しく交通の妨

害となるおそれがあると認めるときは、当該違反に係る自動車の使用の本拠の位置を管

轄する公安委員会は、政令で定める基準に従い、当該自動車の使用者に対し、六月を超

えない範囲内で期間を定めて、当該違反に係る自動車を運転し、又は運転させてはなら

ない旨を命ずることができる。



３ 　公安委員会は、前項の規定による命令をしようとする場合において、当該命令に係る

自動車の使用者が道路運送法 の規定による自動車運送事業者又は貨物利用運送事業法

の規定による第二種貨物利用運送事業を経営する者であるときは、当該事業を監督する

行政庁の意見を聴かなければならない。

４ 　公安委員会は、第二項の規定による命令をしようとするときは、行政手続法 （平成五

年法律第八十八号）第十三条第一項 の規定による意見陳述のための手続の区分にかかわ

らず、聴聞を行わなければならない。

５ 　公安委員会は、前項の聴聞を行うに当たつては、その期日の一週間前までに、行政手

続法第十五条第一項 の規定による通知をし、かつ、聴聞の期日及び場所を公示しなけれ

ばならない。

６ 　前項の通知を行政手続法第十五条第三項 に規定する方法によつて行う場合においては、

同条第一項 の規定により聴聞の期日までにおくべき相当な期間は、二週間を下回つては

ならない。

７ 　第四項の聴聞の期日における審理は、公開により行わなければならない。

８ 　第四項の聴聞の主宰者は、必要があると認めるときは、道路交通に関する事項に関し

専門的知識を有する参考人又は当該事案の関係人の出頭を求め、これらの者からその意

見又は事情を聴くことができる。

９ 　公安委員会は、第二項の規定による命令をしたときは、当該命令を受けた自動車の使

用者に対し、運転し、又は運転させてはならないこととなる自動車の番号標の番号その

他の内閣府令で定める事項を記載した文書を交付し、かつ、当該自動車の前面の見やす

い箇所に　内閣府令で定める様式の標章をはり付けるものとする。

１０ 　前項の規定により標章をはり付けられた自動車について、当該自動車の使用者から

当該自動車を買い受けた者その他当該自動車の使用について権原を有する第三者は、内

閣府令で定めるところにより、公安委員会に対し、当該標章を取り除くべきことを申請

することができる。この場合において、公安委員会は、当該標章を取り除かなければな

らない。

１１ 　何人も、第九項の規定によりはり付けられた標章を破損し、又は汚損してはならず、

また、当該自動車に係る運転の禁止の期間を経過した後でなければ、これを取り除いて

はならない。

　　　（罰則　第一項第一号については第百十七条の四第五号、第百二十三条　第一項第二

号及び第五号については第百十八条第一項第四号、第百二十三条第一項第三号について

は第百十七条の二第二号、第百十七条の四第六号、第百二十三条第一項第四号について

は第百十七条の二第三号、第百十七条の四第七号、第百二十三条第一項第六号について

は第百十八条第一項第五号、第百十九条第一項第十一号、第百二十三条第一項第七号に

ついては第百十九条の三第一項第三号、第百二十三条第二項については第百十九条第一



項第十二号、第百二十三条第十一項については第百二十一条第一項第九号）


